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大量生産・大量消費の経済史
─ テイラー・システム，フォ ドー・システム，大衆消費社会 ─
豊　田　太　郎
21 世紀に生活する我々が 20 世紀を振り返った際に，それを「アメリカの世紀」として
定義することは大方の同意を得られるところであろう。それでは，「アメリカの世紀」を経














































































































た「生産のアメリカン・システム（American System of Manufacturers）」を発展させ，






















工場がまだ 1台も生産していないうちに販売代理店から 1万 5000 台もの発注があった，と
いう事実がよく示している。これ以降フォード T型車の生産台数は急激に伸び，1913 年
4 月～ 6月には月産 2万台を達成するに至った。また，この年の通年の生産台数は 18 万台
あまりであった。ちなみに，日本のトヨタ自動車が年産
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2 万台を達成したのは 1954 年であ
り，日産自動車は 1955 年である。年産 20 万台を超えたのはトヨタが 1961 年，日産が 1962
年である。さらに 1923 年，フォード社は T型車の年間生産台数 200 万台を達成した。こ
れをトヨタが達成したのは 1972 年，日産は 1973 年である。この 50 年間の開きに注目し，
当時フォードが実現していた大量生産の規模がいかに突出したものであったかを考えても
らいたい。フォードは T型車という単一車種のみを 1909 ～ 27 年の 18 年間にわたって改
良を加えながら生産し続け，累計の生産台数は 1500 万台にのぼったとされている。大量
生産・大量販売（販売面についての説明は省略）が進んだ結果，発売当初の T型車（ツー
リング・カー：幌付き自動車）の価格：850 ドルは，1916 年には 360 ドルにまで低下し，
かくして自動車はかつての金持ちの贅沢品から大衆の足へと変化するに至った。フォード
社は乗用車市場を席巻し，マーケットシェアは 1920 年代初頭に 50％を超え，1925 年には
15 万人もの従業員を擁する巨大企業に変貌したのである。ヘンリー・フォードも「自動車














































































を要したが，移動式組立の導入や工程の改善など諸々の影響を受けて 1914 年 4 月末















に，T型車 1台の生産に要する労働時間について，1910 ～ 11 年および 1913 ～ 14 年にか
けて大幅な短縮がみられるのだが，この全体の労働時間の削減に移動式組立ラインがどこ
まで寄与したのであろうか。約 180 時間（400 時間→ 222 時間）と最大の労働時間の削減
を記録している 1910 ～ 11 年には移動式組立ラインは導入されていないし，1913 ～ 14 年
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満たされたのが 1920 年代であった。先
のフォード社をはじめとする自動車産業に即していえば，早くも 1927 年にはアメリカの全





































世紀転換期になってその傾向に一層の拍車がかかり，20 世紀最初の 10 年間に流入した移




















1） 谷口明丈『巨大企業の世紀── 20世紀アメリカ資本主義の形成と企業合同──』有斐閣，2002 年，序章。
2） 豊田太郎「アメリカにおける労働運動の展開──労働騎士団から AFL-CIOまで──」『札幌大学総合
論叢』第 34 号，2012 年 10 月。
3） 谷口，前掲書，310 頁。
4） 神戸大学大学院経営学研究室編『経営学大辞典（第 2版）』中央経済社，1999 年，598 頁。
5） 同上，101 頁；森杲『アメリカ職人の仕事史──マス・プロダクションへの軌跡──』中公新書，1996
年，237︲238 頁。
6） 湯沢威・谷口明丈・福應健・橘川武郎『エレメンタル経営史』英創社，2000 年，63，75 頁；経営史学
会編『外国経営史の基礎知識』有斐閣，2005 年，60︲61 頁。タウン分益制とは，ASMEで活躍した機
械技師・工場経営者のタウン（Henry R. Towne：1844 ～ 1924）が 1889 年に紹介した賃金制度であ
る。これは，企業が獲得した「利潤一般ではなく，労働者自身の貢献による費用節約額を分配の原資
とする奨励策であった。」また，ハルシー割増賃金制は，同じく ASMEのメンバーであった機械技師







（第 3版）』岩波書店，1992 年，931 頁；『経営学史事典』301 頁；川北稔編『歴史学事典』第 13 巻「所
有と生産」，弘文堂，2006 年，428︲430 頁；F. W. テーラー／上野陽一編訳『科学的管理法（新版）』産
能大学出版部，1969 年，569 頁などを参照。
8） 『経営学大辞典』101 頁；『外国経営史の基礎知識』61 頁；Harry Braverman, Labor and Monopoly 
Capital: The Degradation of Work in the Twentieth Century, 25th Anniversary Edition, New York: 
Monthly Review Press, 1998, p.70（富沢賢治訳『労働と独占資本── 20 世紀における労働の衰退─
─』岩波書店，1978 年，114 頁）.
9） 『エレメンタル経営史』63 頁；谷口，前掲書，316︲317 頁。
10） 『経営学大辞典』101 頁。
11） 以上については，Braverman, op.cit ., pp.77︲83（邦訳，126︲134 頁）を参照。
12） 谷口，前掲書，316 頁。









18） 塩見，前掲書，第 3章；『エレメンタル経営史』35 頁；『歴史学事典』第 13 巻，36 頁。
19） 『経済学辞典』770 頁；『経営学大辞典』811 頁。
20） 『歴史学事典』第 13 巻，521︲522 頁。
85
大量生産・大量消費の経済史
21） 桑原晃弥『スティーブ・ジョブズ名言録──人生に革命を起こす 96 の言葉──』PHP文庫，2010 年，
132︲133 頁。
22） 以上については，東北大学経営学グループ『ケースに学ぶ経営学（新版）』有斐閣，2008 年，第 4
章；和田一夫『ものづくりの寓話──フォードからトヨタへ──』名古屋大学出版会，2009 年，20︲
21，35，54 頁；David A. Hounshell, From the American System to Mass Production, 1800︲1932: 
the Development of Manufacturing Technology in the United States, Baltimore: Johns Hopkins 
University Press, 1984, pp.218︲219（和田一夫・金井光太郎・藤原道夫訳『アメリカン・システムか
ら大量生産へ── 1800︲1932 ──』名古屋大学出版会，1998 年，278 頁）を参照。
23） 塩見，前掲書，217 頁。
24） Hounshell, op.cit ., p.221（邦訳，281 頁）.
25） 小川英次・岩田憲明『生産管理入門』同文館，1982 年，68︲75 頁；塩見，前掲書，211︲213 頁；堀江
英一『経済史入門（第 3版）』有斐閣，1979 年，199 頁；Hounshell, op.cit ., pp.220︲221, 370（邦訳，
280，282，473 頁）.
26） Ibid., pp.227︲228（邦訳，289 頁）.
27） 『エレメンタル経営史』68 頁；塩見，前掲書，279 頁。
28） Hounshell, op.cit ., pp.221︲222（邦訳，281︲282 頁）.
29） 『エレメンタル経営史』62︲63 頁。
30） Hounshell, op.cit ., pp.6, 10, 230, 233（邦訳，9︲10，15，292，295 頁）.
31） 塩見，前掲書，225 頁。
32） Ibid., p.230（邦訳，292 頁）.
33） Ibid., pp.237, 241︲244（邦訳，299，307 頁）.
34） Ibid., p.247（邦訳，312︲313 頁）.
35） 和田，前掲書，7頁。




凡社，2000 年，416 頁；『経済学辞典』1140 頁。
40） 以上については，和田，前掲書，第 1章を参照。
41） 『経営学大辞典』809︲810 頁。
42） Hounshell, op.cit ., pp.219︲220（邦訳，279 頁）.
43） 以上については，和田，前掲書，9︲10 頁；Hounshell, op.cit ., pp.256︲259（邦訳，325︲326 頁）を参照。
44） 『歴史学事典』第 13 巻，522 頁。
45） 『ケースに学ぶ経営学』68︲69 頁。
46） 常松洋『大衆消費社会の登場』山川出版社，1997 年，1頁。
47） 上田慧・谷口明丈・松岡憲司『企業社会のゆくえ── 21 世紀への胎動──』昭和堂，1991 年，144︲
145 頁；豊田，前掲論文。
48） 『外国経営史の基礎知識』92 頁。
49） 以上については，森杲「19︲20 世紀転換期のアメリカ経済の構造変化」『アメリカ史研究』第 21 号，
1998 年 8 月，を参照されたい。
50） Susan B. Carter, et al.（eds.）, Historical Statistics of the United States: Earliest Times to the 
Present, Millennial Edition, vol.1, New York: Cambridge University Press, 2006, p.541.
51） このパラグラフについては，『歴史学事典』第 13 巻，522 頁；森，前掲書，261︲262 頁を参照。
